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ごあいさつ 

 

 

「開業保健師研究」の第 5巻の発刊、おめでとうございます。年頭から能

登半島沖地震や航空機事故が発生、改めて『安全や防災』の重要性と『健康

危機管理』について考えさせられました。被災された皆様にお見舞いを申し

上げるとともに、早期の復興を願います。私は、病院、地域、産業領域を経

験後、初めて体験したパート（小規模零細事業所の巡回健康相談）で、微力

ながら『健康格差を少しでも解消したい！』と「開業保健師」という働き方

を選択し 25 年が経過しました。私の場合、ビジネスというよりスピリチュ

アルな部分で社会的課題の改善に寄与したいとの思いだけでした。当初は珍

しい働き方と言われましたが、今や看護職のキャリアのひとつとして開業を

選ぶ人も増え、本協会の登録会員も増えました（2024 年 1 月現在、登録会

員数 233名）。 

開業当初、ロールモデルや相談する場はありませんでしたが、2013年 2月

に（一社）日本開業保健師協会設立後は、仲間が増え、刺激も受け、心強い

です。現在、協会では領域別に起業塾を開催していますのでご活用下さい。

開業保健師は、特定の組織に属さないからこそ柔軟な行動と発想で新たなサ

ービスを創発、事業提案ができます。まさに、働き方改革の最先端を走る存

在といえます。 



 

2 

 

最後に、開業保健師の認知度が高まり、様々な領域で、より一層の存在価

値を高めることこそが「少子高齢化」「人生 100 年時代」に適した働き方で

あると信じます。健康寿命の延伸、さらに貢献寿命の延伸（東京大学、秋山

弘子名誉教授）が、人生 100年時代の生き方であり、私もそうありたいです。 

 

日本開業保健師協会 前副会長 齋藤明子 
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地域で開業する看護職のコンピテンシー 

～事業化能力の特性～ 
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目的 開業看護職のコンピテンシー，特に地域で新たな事業を創出する事業化能力の特性を明らか

にする。 

方法 保健医療福祉分野で起業している看護職の資格を持つ開業者を対象に質問紙調査を実施した。

〈事業の成果〉と〈開業看護職の行動・活動〉の関連性をマンホイットニーの U 検定で分析し

た。質問紙の自由記載は質的に分析した。 

結果 開業看護職59名から66の事業について回答が得られた。事業の成果と関連する開業者の行動・

活動が明らかとなった。≪事業化を成功に導いたと思う重要な行為≫は6つのカテゴリ，≪事

業で最も重要な成果≫は4つのカテゴリにまとめられた。【目的に対応した成果】は，「将来を見

通した事業設計を心がける」「自分に足りないスキルは他職種（機関）と協働する」という行動

と関連していた。 

結論 開業看護職の事業化能力の特性は，さまざまな人とつながる力と，対象のニーズを的確に把

握し対象を取り巻く社会情勢をみる視点を持つことだと考えられた。 

Key words ： 開業看護職，事業化，コンピテンシー 

 

 

 

Ⅰ 緒   言 

 

わが国は，団塊の世代が75歳以上となる2025年を

目途に，地域包括ケアシステムの構築を推進してい

る1)。地域包括ケアシステムとは，住み慣れた場所で

最期まで暮らし続ける社会を目指して医療・介護・

福祉・生活支援を連携させたシステムである。この

動きは，高齢者を中心としたシステム構築にとどま

らず，母子保健，障がい者への支援体制等も含み，

すべての人々を対象にしたシステム構築に発展して

いる2）3)。このような背景を受けて，日本看護協会は

2021年度から地域における健康と療養支援体制の強

化に向けた重点事業を開始しており4)，地域の中で

看護の力を発揮することを求めている。 

わが国では，看護師の約9割は医療機関や施設に勤

務し，保健師の約8割は行政機関や企業に勤務してお

り5)，多くが組織の中で活動している。組織の中で 

*  福岡看護大学 

2* 長野保健医療大学 

3* 長野県立大学 

連絡先：〒814-0193 福岡県福岡市早良区田村

2丁目15番1号 

E-mail: mkojima@fdcnet.ac.jp 

の活動は，公共性の高いサービスを提供できるとい

うメリットがある反面，法律や制度に制限されると

いうデメリットもある。制限されることによって，

支援の必要があると判断されるケースであってもサ

ービスの対象外となってしまう人々がいる。そのよ

うな組織の現状にジレンマを感じ，利用者のニーズ

に応じたサービスを提供しようと，起業し地域で活

動し始めている看護職が現れている6)。起業看護職

は，既存の保健医療福祉システムでは手が届かない

住民のニーズに対応しようと様々な事業を創出して

いる7)。既存の保健医療福祉サービスのみでは，地域

包括ケアシステムの構築が困難である現状に，民間

で対応することは，構築を推進すると考えられ，民

間での起業を促進していくことは喫緊の課題である

と考えられる。起業者による民間サービスと公的機

関による公共サービスが各々のメリットを活かして

補完しあうことは，総合的な地域包括ケアシステム

構築を推進すると考える。 

総合的な地域ケアシステムの構築を推進するには，

多様かつ細やかな健康・療養支援が求められ，それ

を提供できる専門職の育成が必要である。そのため，

地域ケアを担う看護職には，新たな働き方を地域で

展開することが求められている8)。このような現状
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において，すでに起業している看護職の事業化能力

が参考になるが，開業看護職を対象とした研究の蓄

積は少ない。専門職者のコンピテンシーの先行研究，

とくに事業化能力においては，行政で働く保健師を

中心とした研究が主である。行政分野の事業化の研

究は2003年以降増加しており，事業化のプロセスの

明確化9）10)，能力の解明11），尺度化12）に続き，能力

育成プログラム開発や評価13）14)と積み重ねられてい

る。しかし，民間で開業している専門職や開業者を

対象にした研究は少なく，活動報告や活動紹介など

が中心である。保健医療福祉分野における総合的な

地域ケアシステムの構築を推進し，これらの地域ケ

アを担う人材育成のためには，研究の積み重ねや育

成プログラムの開発が必要である。 

そこで，本研究では，開業看護職のコンピテンシ

ー，特に地域で新たな事業を創出する事業化能力の

特性を明らかにすることを目的とした。 

 

Ⅱ 研究方法 

 

１）調査対象者 

対象者は，保健医療福祉分野で起業している看護

職の資格を持つ開業者である。Web 公開やホームペ

ージ等で検索可能な事業所，書籍・専門雑誌等で公

開されている事業所を中心に対象者を把握した。ま

た，日本開業保健師協会のニュースレターに調査の

案内を依頼し調査協力者を募った。 

２）用語の定義 

本研究では，開業看護職が地域で事業を創り出す

能力に焦点を当てた。よって，事業化能力を「健康

ニーズの充足に必要な事業を創り出す能力」と定義

した。 

３）質問紙の作成 

先行研究15)を参考に，平成30年度に実施した調査
16)の結果を受けて質問項目を追加修正していった。

追加修正した点は，主に＜事業に合わせた組織づく

り＞＜対価を含み事業を見通す＞である。研究メン

バーで協議を重ね，実際に起業している看護職の意

見を聞き，最終的に以下のように構成した。 

基本的属性 事業属性：8項目 組織属性：6項目 

回答者属性：4項目 

質問内容の活動部分 45項目（情報収集，連携，

組織づくり等） 

質問内容の成果部分 16項目（事業成果，専門性

の向上等） 

４）調査方法および調査期間 

調査方法は，郵送法による無記名および自記式質

問紙調査。調査期間は、2020年10月～2020年12月。 

５）分析方法 

調査対象者の特徴と，創出された事業の特性を確

認するために，属性及び質問項目ごとに，平均値，

標準偏差，中央値，最小値，最大値を算出した。〈事

業の成果〉と〈開業看護職の行動・活動〉の関連性

の検討には，マンホイットニーの U 検定を用いた。

統計ソフトは SPSS を用い，有意水準を5%未満とし

た。 

質問紙調査のうち，自由記載である≪今回の事業

化事例を成功に導いたと思う重要な行為≫≪今回の

事業で最も重要な成果≫の項目について，質的記述

的に分析した。得られたデータより，データの意味

内容に基づきカテゴリを抽出した。 

６）倫理的配慮 

本研究は，長野県立大学研究倫理審査委員会の承

諾を得て（承認番号 E19-8）実施した。 

 

Ⅲ 研究結果 

 

回収率 

全国の保健医療福祉分野で開業している看護職

151名に質問紙を郵送し，宛先不明等で返送されたも

のを除き，最終134通配布し，回答があった66通を対

象にした（回収率48.5%）。 

１．調査対象者の属性 

看護職59名から66の事業について回答が得られた。

回答者の年齢は，30～86歳，平均53.7（±12.4）歳

であった。性別は，男性8名，女性56名，無回答1名

であった。開業前の経験（重複あり）は，保健師経

験あり44名，助産師経験あり3名，看護師経験あり39

名であった。開業前の経験年数は，最短2年，最長65

年であり，30年以上39年未満が最も多かった。開業

前の職場は，医療機関26名（31.3%），行政機関21名

（25.3%），企業20名（24.1%），その他16名（19.3%）

であった。事業を始めたきっかけは，「困りごとを抱

えた人との出会い」「自身の体験」「仕事を依頼され

た」「従来のサービスが届いていない隙間に気づいた」

などであった。 

共同経営者の有無では，共同経営者有りが10事業

（15.4％），無しが51事業（78.5％），無回答4事業

（6.1％）であった。経営に関する学びについては，

「学んでいない」が24名，「独学」が18名，「一般の

起業塾」が17名，「経営セミナー」が14名，「その他」

が11名，無回答1名であった。共同経営者はいない場

合が多く，経営についても独学か学んでいない場合

が多かった(図1)。 
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２．事業の属性 

 事業の分野は，労働者15事業（22.7%），高齢者14

事業（21.2%），母子7事業（10.6%），障がい児者5事

業（7.6%），その他の事業が25事業（37.9%）であり，

労働者と高齢者が多かった（図2）。 

「その他」の内訳は，地域住民10事業，保健医療

従事者7事業，在宅療養者4事業，生活困窮者2事業，

高校生1事業などであった。事業の内容は，ストレス

チェック業務の委託など制度を利用した事業，同行

受診など制度外サービスを提供する事業，看護職の

コミュニケーションスキル講座など支援者のスキル

アップを目的とした事業などが含まれていた。事業

の約1割は，看護職のスキルアップを目的とした事業

であった。事業所が設立された年度は，1978年から

2020年の間で，最頻値は2016年（7事業），次いで2014

年（5事業）と2015年（5事業）であった。2011年以

降の設立は39事業所で，約６割が最近10年以内の設

立であった。 

事業化期間（準備から開始までにかかった期間

n=64）は，最短1か月，最長10年，平均20.3（±28.5）

か月であった。0～1年が42事業，1年以上2年未満が

16事業，2年以上が8事業であり，約9割が2年未満の

準備期間を経て起業していた。 

事業の形態は，株式会社31事業，個人事業主13事

業，NPO 法人8事業，合同会社3事業，一般社団法人3

事業，有限会社3事業，その他4事業であった。約7割

が法人格を有していた。事業を展開している地域は，

全国が20事業，県内が8事業，複数の市町村が16事業，

市町村が18事業であった。事業所の従業員数は，0人

が12事業，1人～49人が41事業，50人～99人が4事業，

100人以上が7事業であった。約8割が従業員を雇用し

ていた。事業化の際に協働した職種は，看護職が54

事業，その他専門職が34事業，事務職が34事業，医

師・歯科医師が28事業，福祉職が24事業，その他が

8事業であった。     

３．事業の成果と行動・活動の関連(表1) 

成果1〈よりよい施策化への発展〉と Q8〈今後の

事業の中心になってほしい人材等を把握した〉Q39

〈スタッフが活動しやすい働きやすい組織づくりを

した〉は，正の相関が認められた（Pearson の相関係

数=0.435，0.423，p＜0.01）。 

成果2〈専門性の向上〉と Q40〈将来を見通した事

業設計を心がけた〉Q43〈事業化の過程で自分に足り

ないと感じたスキルは自ら進んで学習した〉は，正

の相関が認められた（Pearson の相関係数=0.501，

0.478，p＜0.01）。 

成果3〈連携体制の強化〉と Q7〈企画事業の目的

に賛同してくれそうな対象者・他職種等を把握した〉

Q8〈今後の事業の中心になってほしい人材等を把握

した〉は，正の相関が認められた（Pearson の相関係

数=0.466，0.417，p＜0.01）。 

成果4〈対象者の主体的変化〉と Q32〈対象者に合

わせて開催時刻・曜日を工夫した〉Q35〈対象者の活

動を辛抱強く見守った〉は，正の相関が認められた

（Pearson の相関係数=0.407，0.457，p＜0.01）。 

成果５〈目的に対応した成果〉と Q40〈将来を見

通した事業設計を心がけた〉Q42〈事業化の過程で自

分に足りないと感じたスキルは他職種（機関）と協

働した〉は，正の相関が認められた（Pearson の相関

係数=0.449，0.435，p＜0.01）。 

４．事業化事例を成功に導いた行為と，事業で 

もっとも重要な成果(表2，表3) 

質問紙調査のうち，自由記載である≪今回の事業

化事例を成功に導いたと思う最も重要な行為≫と≪

今回の事業で最も重要な成果≫の項目について，質

的記述的に分析した。得られたデータより，データ

の意味内容に基づきカテゴリを抽出した。 

≪今回の事業化事例を成功に導いたと思う最も重

要な行為≫に対する回答は57件あり，6つのカテゴリ

「理念・信念を持つこと」「さまざまな人とつながろ

うとする思い」「先駆者から学ぶ機会を持つ」「対象

のニーズを的確に把握すること」「スタッフのやる気

図 1 経営に関する学び 
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や向上心を育てる環境づくり」「事業運営，経営に対

する工夫」が抽出された。「理念・信念を持つこと」

「さまざまな人とつながろうとする思い」「先駆者か

ら学ぶ機会を持つ」は，開業者としての在り方を表

していると考えた。また，「対象者のニーズを的確に

把握すること」「スタッフのやる気や向上心を育てる

環境づくり」など，事業にかかわる対象者やスタッ

フへの配慮が挙げられた。「事業運営，経営に対する

工夫」の内容は，〈組織化のタイミング〉や〈社会へ

の PR〉があり，開業者は，社会情勢の流れを読んで

活動することや，社会への働きかけを推進する活動

が重要であると捉えていた。 

≪今回の事業で最も重要な成果≫に対する回答は

65件あり，4つのカテゴリ「対象者の困りごとが改善

した」「地域に貢献できた」「連携が密になった」「自

分やスタッフのやりがいにつながった」が抽出され

た。「対象者の困りごとが改善した」と挙げている件

数が最も多く，対象者は，〈安心してサービスを使用

できること〉〈生活に自信を持つこと〉〈生き生きと

生活できること〉などができるようになっていた。

開業者は，立ち上げた事業が〈地域の中で雇用を生

んだ〉〈選んでもらえるようになった〉〈活動が地域

へ広がった〉など，地域に貢献できたと感じていた。

また，他職種間やスタッフ間，対象者同士の「連携

が密になった」ことも成果として挙げられていた。

そして，立ち上げた事業を通じて，「開業者自身やス

タッフのやりがい」にもつながっていた。 

 

Ⅳ 考   察 

 

１．事業の特性 

開業者が立ち上げた事業を対象者別でみると高齢

者や労働者を対象とした事業が多かった。高齢者や

労働者を取り巻く新たな法制度が開業を後押しした

のではないかと推察された。例えば，2000年より始

まった介護保険制度では，訪問看護ステーションの

管理者は看護師または保健師と指定されている。

2008年に制定された高齢者医療確保等の法律では，

Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 Q6 Q7 Q8 Q9 Q10 Q11 Q12 Q13 Q14 Q15

直接観察 ｱﾝｹｰﾄ
思いを

確認

家庭環境

を把握

付合いを

把握

地域特性

を把握

賛同者

を把握

中心人材

を把握
資金確保 国の施策

行政の

合意

関係者の

合意

説明資料

作成

丁寧に

説明

ｷｰﾊﾟｰｿﾝ

にｱﾋﾟｰﾙ
よりよい施策化への発展

(S1)
0.240 .358** 0.151 0.129 0.100 0.106 .378** .435** .370** .310* .399** .257* 0.195 0.152 .390**

専門性の向上(S2) 0.096 .293* 0.152 .324* 0.135 0.013 .272* .386** 0.177 0.207 .289* 0.144 0.067 .280* .255*

連携体制の強化(S3) -0.047 .291* 0.106 -0.005 -0.002 0.152 .466** .417** .286* 0.191 0.200 .298* 0.161 0.166 .390**

対象者の主体的変化(S4) 0.219 .290* 0.130 0.188 0.246 0.186 0.140 0.196 -0.029 0.075 0.036 -0.046 0.127 .265* 0.125

目的に対応した成果(S5) 0.171 .317* 0.184 0.244 0.204 0.001 -0.050 0.110 0.252 0.202 0.230 0.084 0.044 0.086 0.196

Q16 Q17 Q18 Q19 Q20 Q21 Q22 Q23 Q24 Q25 Q26 Q27 Q28 Q29 Q30

ﾀｲﾐﾝｸﾞ 報連相
ｽﾀｯﾌの

協力
目標共有 喜び共有 事業計画

ﾒﾝﾊﾞｰの

役割

過程を

共有
お得感

テーマ

設定

体験の

企画

事業化

へ参加

運営を

任せる
自己決定 共に学習

よりよい施策化への発展

(S1)
0.167 0.245 0.250 0.087 -0.027 0.040 0.160 0.149 -0.067 0.187 -0.065 0.051 0.055 0.184 -0.007

専門性の向上(S2) 0.151 0.064 -0.003 0.031 -0.004 -0.040 0.099 -0.056 -0.024 0.075 -0.060 0.162 0.003 .283* 0.156

連携体制の強化(S3) 0.133 0.210 0.213 0.181 0.160 0.176 .259* 0.206 -0.166 0.106 0.024 0.120 0.145 .266* 0.070

対象者の主体的変化(S4) 0.185 0.128 0.018 -0.107 -0.087 -0.065 0.014 -0.033 0.126 0.170 0.177 .349** .322* .355** .341*

目的に対応した成果(S5) 0.162 0.182 0.088 0.123 0.066 -0.007 0.131 0.126 -0.008 0.177 0.191 0.074 0.155 0.246 0.161

Q31 Q32 Q33 Q34 Q35 Q36 Q37 Q38 Q39 Q40 Q41 Q42 Q43

話し合

う機会
開催時刻 利便性 PR

活動

見守る
事業試行 事業形態 理念

働きや

すい組織
事業設計 対価

多職種

協働
自己学習

よりよい施策化への発展

(S1)
0.029 0.125 -0.076 0.222 0.200 0.033 0.170 0.105 .423** .399** 0.164 .344** 0.125

専門性の向上(S2) 0.070 0.190 0.117 0.156 0.176 0.109 0.246 0.218 0.214 .501** 0.196 .288* .478**

連携体制の強化(S3) 0.007 0.187 0.036 .283* .311* 0.007 0.183 0.165 0.193 0.253 -0.073 0.225 -0.010

対象者の主体的変化(S4) 0.248 .407** 0.240 0.193 .457** 0.169 0.150 0.195 -0.007 0.210 0.125 .344** 0.103

目的に対応した成果(S5) 0.217 0.218 0.002 0.146 0.197 -0.122 0.208 0.115 0.238 .449** 0.082 .435** 0.150

表1　　成果と行動・活動の相関

**. 相関係数は 1% 水準で有意 (両側) です。　*. 相関係数は 5% 水準で有意 (両側) です。

Q1～16:事業化までの行動　Q17～Q23:開業者がスタッフに行った行動　Q24～36:事業内容に関する行動　Q37～43:事業継続に関する行動

カテゴリ 代表コード

●理念・信念を持つこと 理念・信念を持つ

●さまざまな人とつながろうとする思い いろいろな人とつながる

●先駆者から学ぶ機会を持つ 先駆者から学ぶ

●対象者のニーズを的確に把握すること 対象のニーズ把握

学べる環境を整える

スタッフとの共有

組織化のタイミングを見極める

社会へPRする

対象者が参加しやすい工夫

●スタッフのやる気や向上心を育てる環境つくり

●事業運営、経営に対する工夫

表２　≪今回の事業化事例を成功に導いたと思う重要な行為≫

カテゴリ 代表コード

安心してサービスを使用できるようになった

生活に自信を持つことができた

生き生きと生活できるようになった

地域の中で事業が継続し、雇用を生んだ

地域資源としての認識を実感した

活動が地域へ広がった

対象者同士がつながった

他職種の連携がつながった

自分のレベルアップにつながり、自信になった

スタッフが積極的に参加するようになった

表３　≪今回の事業でもっとも重要な成果≫

●対象者の困りごとが改善した

●地域への貢献につながった

●連携が密になった

●自分やスタッフのやりがいにつながった
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特定健康診査および特定保健指導が義務化され，多

くの看護職が保健指導に従事することとなった。ま

た，2015年の労働安全衛生法の改正により，ストレ

スチェック制度が義務化され，保健師はストレスチ

ェックの実施者となることができる。このような法

改正・制度改正が看護職の開業に影響した可能性が

考えられることから，法律や制度と開業看護職の事

業との関連を明らかにすることは今後の課題である。 

住民に直接関わる看護職は，リアルタイムで住民の

ニーズや反応を感じ取っており，そこから得られた

実践に基づく意見を地域包括ケアシステム構築の議

論の場に届けることが重要である。 

一方で，開業者が立ち上げた事業には，制度外の

サービスを提供する事業や，個別性に柔軟に対応し

たサービスを提供する事業，看護職のスキルアップ

を目的とした事業など，公的機関では解決できない

問題に対応した新たな事業も含まれていた。対象者

「その他」の内訳は，地域住民・保健医療従事者・

在宅療養者・生活困窮者・高校生であり，地域住民

全体を対象にしている事業がある一方，対象を限定

している事業も含まれていた。保健医療従事者を対

象とした事業が全体の1割ほどあり，看護職のスキル

アップをニーズと捉えている点が特徴的であった。 

先行研究17）-23）では，勤務助産師では不可能であっ

たサービスを開業助産師が提供することによって，

健康課題の解決につながったことが報告されている。

本調査と先行研究の結果から，開業看護職が創出し

た事業は，公共の保健サービスが行き届かない人々

に独自の保健サービスを届けており，地域ケアの一

端を担っていると考えられた。 

 事業を始めるきっかけには，困りごとを抱えた人

との出会いや自身の体験という回答が含まれていた。

一方，仕事を依頼されたことや，従来のサービスが

届いていない隙間に気づいたこともきっかけとなっ

ていた。開業保健師を対象に行われた調査6）でも，

開業した保健師たちには，組織に所属していたころ

から組織以外のところで自分のサービスを求める

人々が存在することを見出しており，これらが起業

への引き金になったと述べていた。開業看護職は，

住民との直接的な出会いや自身の体験をきっかけに

事業を始めており，そのことが事業を継続する原動

力となっていると考えられた。 

２．開業看護職の事業化能力の特性 

分析の結果から，開業看護職が立ち上げた事業の

成果を導いたと考えられるいくつかの行為や活動が

明らかとなった。 

地域で開業している看護職は，対象者の困りごと

を把握し，その解決のための事業に取り組む理念・

信念を掲げ，地域の中で意図的に人とつながる行為

が，事業化を進めていくためには重要であると捉え

ていた。〈企画事業の目的に賛同してくれそうな対象

者・他職種等を把握する（Q7）〉行為や〈今後の事業

の中心になってほしい人材等を把握する（Q8）〉とい

う行為が，連携体制の強化につながり，そのことが

事業の成果につながると考えられた。また，目的に

対応した成果をあげた開業者は，〈自分に足りないと

感じたスキルは他職種・他機関と協働（Q42）〉して

おり，協働した職種は多種多様であることが分かっ

た。 

このように，開業者は，さまざまな人とつながろ

うとする思いを持ち，つながるための行動を起こし，

その行動は事業の成果に結びついていた。さらに，

開業者が事業を始めるきっかけは困り事を抱えた人

との出会いや，仕事を依頼されたことであり，事業

を始める前から【つながり】を大事にしていた。以

上のことから，【つながる力】は，開業看護職の事業

化能力の特性であると考えられた。 

次に，開業者は，どのような活動をしていくかの

方策を，社会情勢を把握しながら具体化していくと

いう行為が，事業化を進めていくためには重要であ

ると捉えている。開業者は，組織化のタイミングを

見極めたり，社会へ PR するなど，事業運営・経営に

対する工夫をしており，〈将来を見通した事業設計を

心がけた（Q40）〉ことが，事業の成果につながった

と考えられた。このように，開業看護職は，対象者

の個別のニーズを把握しながらも，個人を取り巻く

社会の視点を常に持ち続けている。以上のことから，

将来を見通した事業設計をたてること，そのために

対象のニーズを的確に把握することや，対象を取り

巻く社会情勢をみる視点を持つことが，開業看護職

の特性であると考えられた。 

 さらに，開業者は，対象者の困りごとの解決を第

一の成果としながらも，地域の中で一定の評価を得

られたことや，連携が深まったことも成果としてあ

げている。ここから，地域で開業している看護職は，

事業の対象を個人から組織・地域へと拡大しながら

活動を展開していることが伺えた。 

３．今後の起業看護職育成への示唆 

本調査の対象者は，自分自身の体験を通じ社会課

題を解決するために起業していた。その数は，今後

も増加すると考えられる。開業看護職が提供するサ

ービスは，制度に該当しないケースや個別性の高い

ケースにも対応しており，開業看護職の活動はこれ

からの地域包括ケアの構築を推進すると考えられた。

保健師教育の中に事業化・施策化・政策化の教育が

始まっているが，起業という方法も一つの選択肢で
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あることを伝える必要があると考える。 

 一方で課題もみえてきた。〈将来を見通した事業設

計を心がけて（Q40）〉いる開業者のほうが事業成果

をあげていると考えられたが，多くの開業者は，経

営や収益確保の戦略に関する知識不足を，経験や独

学で補っていることが分かった。一般の起業セミナ

ーや独学で学ぶ開業者もいたが，経験をたよりに経

営している開業者も少なくない24)25)。開業権を有す

る助産師教育では，助産管理の中で助産所運営を学

ぶ機会があるが，これらは看護基礎教育には含まれ

ていない。地域で開業する看護職が増加しているこ

とからも，看護教育の中あるいは起業前に学ぶこと

ができる，起業に向けた専門職の育成プログラムの

開発が必要であると考えられた。 

開業者は，〈事業化の過程で自分に足りないと感じ

たスキルは自ら進んで学習（Q43）〉したり，先駆者

から学ぶ機会を持ったりしており，それが専門性の

向上などのレベルアップにつながっていた。今回の

調査では，開業後に感じた「足りないと感じたスキ

ル」の内容と，「それを克服するために実施した学習

の内容」を調査していない。今後，これらの内容を

明らかにすることは，他の開業看護職の参考になる

と考える。 

４．研究の限界 

全国で開業している看護職の母集団を把握するこ

とが難しく，限界であった。母集団の把握が今後の

課題である。 
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中小企業における健康経営・産業保健の導入による 

ヘルスリテラシー等への影響 

～開業保健師による外部支援初年度の取り組み～ 

 

水越
ミズコシ

 真代
マ サ ヨ

*  木村
キ ム ラ
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目的 産業医が選任されていない中小企業において，健康経営・産業保健推進のために開業保健師

による外部支援初年度の関わりが，従業員のヘルスリテラシー，健康診断関連項目，健康診断

結果行動意識に影響があったのかを明らかにすることとした。 

方法 2021年度に開業保健師と契約をした中小企業に，健康経営･産業保健のアセスメント･実施･

評価を行い，従業員に支援開始前と1年後に，記名式自記式アンケートを実施し比較をした。 

結果 ヘルスリテラシーでは，性別は男性，年代は30代，仕事中活動は座位中心の男性，健診関連

項目のうち「健康目標を設定できる」は40代，健康診断結果行動意識のうち「精密検査判定で

すぐ病院に行く」は40代，及び性別は男性が有意に高くなった。 

結論：産業医がいない中小企業において，開業保健師による外部支援の関わりの初年度には，30代

-40代への従業員のヘルスリテラシー等の向上に一定の効果が期待できると示唆された。 

Key words ：ヘルスリテラシー，開業保健師，健康経営，産業保健，保健指導 

 

Ⅰ 緒   言 

 

1.中小企業と健康問題 

日本の中小企業は，約 426.6万社，全企業の 86.6％

であり，従業員数は，5,775万人，全従業者数の 69％

を占めている 1）。労働安全衛生法では，50 人未満の

事業所では，産業医の選任の義務がないなど，産業

保健職の支援を受ける機会が少なく，従業員の健康

管理体制は，従業員数が少なくなるほど脆弱になっ

ている 2)-4）。また，企業規模が小さいほど，糖尿病・

高血圧，冠状動脈性心疾患の有病率が高い，喫煙率

が高い肥満者が多いなど，中小企業での健康面の課

題があることが報告されている 5)-8）。 

2.中小企業における健康経営 

企業における新しい経営手法として注目されてい

る健康経営は，主に経済産業省が，健康経営優良法

人の表彰制度を中心に推進している 9)。2016 年に開

始された表彰制度は，申請数，認定数ともに年々増

加し，中小規模部門では，2022 年の申請数は 14,401

社，認定数は 14,012 社，2023 年 10 月の申請者数は

17,316 社となっている 10）。中小企業における健康経

営の取り組みの成果は，経営層へのアンケート調査

では，従業員の生活習慣や健康に関するリテラシー

の改善・向上，従業員の健康状態の改善，従業員間

のコミュニケーションの改善・促進，従業員の安全

に対する意識の向上等が報告されている 11）。一方，

中小規模部門の健康経営優良法人部門の申請書によ

る研究では，認定企業は不認定企業に比べ，健康診

断後の保健指導や特定保健指導の実施率に差がなく，

健診事後に関する指導が十分になされていないとい

う報告もある 12)。 

3.保健師の外部支援 

健康経営の推進において，産業保健師は，職場の

健康リスクを評価し，健康促進を推進し，疾病や怪

我の予防，そして従業員を職場関連の環境ハザード

から保護するという重要な役割を果たしている 13）。

また，産業看護職がいることで，栄養，運動，メン

タルヘルス，禁煙，飲酒，歯科の健康づくり活動が

進められていると報告されている 14)。産業保健師の

5 割を超える保健師が健康経営の取り組みを行って

おり 13)，保健師が所属している企業では健康経営認

定割合が高い 15)という報告がある。 

 

*  健康企業推進サポート シャイニング・ライフ 

2* 株式会社ジーアップ 

3* ビューティ&ウェルネス専門職大学 

連絡先：〒487-0013 愛知県春日井市高蔵寺町 

7-6-17 

E-mail: masayo@shininglife.jp 
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保健師の雇用は，従業員 500 人以上の企業が多く
13)，中小企業では，専任の産業保健スタッフは少ない

実態がある 2),16)。中小企業の産業保健支援として，

産業保健総合支援センター，地域産業保健センター

がある。近年，独立開業している保健師が増加し 17)-

21)，2013 年に一般社団法人日本開業保健師協会が設

立されている。国の産業保健活動の検討会でも資料

の中に開業保健師の存在が認知され 16)，中小企業の

健康経営や産業保健分野など従業員の健康づくり分

野で，外部支援者としての開業保健師へのニーズが

増加すると推測される。 

4.健康経営とヘルスリテラシー 

ヘルスリテラシーとは，現代社会における健康に

関する複雑な要求に応えるための人の知識と能力の

ことと定義されており，健康情報の入手，理解，評

価，活用という 4 つの能力にまとめられている 22)。

ヘルスリテラシーは，生活習慣関連項目 23)だけでな

く労働生産性 24)-27)で関連が認められている。健康づ

くりを通して生産性の向上が期待されている健康経

営では9)，認定基準にヘルスリテラシーに関する項目

が含まれている 28)。 

5.中小企業におけるヘルスリテラシー 

中小企業におけるヘルスリテラシーの研究では，

ヘルスリテラシーと生活習慣との関連 29)，運動との

関係 30)，外部支援による影響として，主観的健康観,

仕事満足，プレゼンティーズムなどの 6 項目 31)，職

場環境改善の取り組みによる新職業性ストレス簡易

調査票による影響 32)などが報告されている。しかし

ながら，開業している保健師による健康経営・産業

保健の外部支援によるヘルスリテラシーへの影響に

関する報告は見当たらない。 

6.本研究の目的 

産業医が選任されていない中小企業において，健

康経営及び産業保健の推進のために，個人事業主と

して開業をしている保健師による外部支援初年度の

関わりが，従業員のヘルスリテラシー等に影響があ

ったかを明らかにすることを目的とした。 

 

Ⅱ 研究方法 

 

1.研究デザイン 

産業医の選任及び支援経験がなく，開業をしてい

る保健師と初めて契約をした中小企業の従業員に，

外部支援開始前（以下，ベースライン）と 1 年後に，

記名式自記式アンケートを実施・比較をした。 

2.実施期間 

ベースラインを 2021 年 10月から 2022 年 2 月，1

年後を 2022 年 9 月から 2023 年 1 月とし、合計 2 回

アンケート実施した。 

3.介入プログラム 

介入プログラムは，事業所の健康支援の現状を健

康経営優良法人の申請項目及び労働衛生法に基づく

内容を含めたアセスメントを実施した。アセスメン

トをもとに，健康診断結果の把握，保健指導，担当

者の設置を基本とした。事業所のニーズに合わせ健

康教育の実施等実施計画を立てた。（図 1） 

 

4.測定項目 

測定は，ヘルスリテラシー（5 問），健康診断関連

項目（3 問），健康診断結果行動意識（3 問）の 11 項

目とした。 

1）ヘルスリテラシー 

一般市民向けCommunicative and Critical Health 

Literacy（CCHL）33)を採用した。この尺度は，伝達

的ヘルスリテラシー項目，「様々な情報源からの情報

収集」，「自分に必要な情報の選択」，「情報の理解と

伝達」，「批判的ヘルスリテラシーの項目」,「情報の

信頼性の判断」，「情報に基づく計画や行動ができる

と思うか」の 5 つの設問である。 

各設問に対し，「全くそう思わない（1 点）」から

「強く思う（5 点）」の 5 件法で回答を求めた。 

2）健康診断関連項目 

今回の支援では，健康診断結果事後指導を実施す

ることから，ヘルスリテラシーと強く相関すると報

告されている 34）3 項目を設定した。設問は「健康診

断の結果をよく見るようにしている」（健診利用），

「健康診断の結果の意味が解りますか」（結果理解），

「健診結果から自分の健康目標を設定できる」（目標

設定）とした。回答は，「よくできる（4 点）」から

「できない（1 点）」の 4 件法とした。 

3)健康診断結果行動意識 

健康診断結果後の受診行動について，「異常がある

と判定がでたら誰かに相談をするか」（結果相談）,

健康経営優良法人認定と労働安全衛生に関係
するアセスメントシートの記入を依頼

アセスメントシートをもとに、具体的事項を
ヒアリング

アセスメント及び、健康診断結果の確認と分
析・1年間の取り組み計画の提案

プ
ラ
ン

提案をもとに、年間計画の作成

各事業所の課題に合わせ計画された事項を実
施

【共通の実施内容】 担当者の設置/個人記録
表の作成/必要に応じ担当者からの相談
健康診断結果の把握

評
価

アンケートをもとに評価結果を，経営層・担
当者に報告。　次年度に向けて計画立案

ア
セ
ス
メ
ン
ト

実
施

図1支援プログラム
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「精密検査の判定が出たら受診をするか」（精検受

診）,「要治療の判定が出たら受診をするか」（要治

療受診）の 3 設問とした。回答は，各設問項目の相

談や受診などに「すぐ行く（4 点）」から「行かない

（1 点）」の 4 件法とした。 

5.解析方法 

統計解析には EZR を使用した 35)。分析は，単純集

計，対応のある Wilcoxon 符号付順位和検定を行っ

た。P 値 0.05 未満を有意差ありとした。 

6.倫理的配慮 

研究開始時に，説明文書を配布し同意書の提出に

て参加とした。調査の過程で得た資料は,個人が特定

できないように匿名化(対応表有)を行い，パスワー

ド付 USB フラッシュメモリに保存。紙データとパス

ワード付 USB メモリーは鍵のかかる場所に保管した。

対応表は，これらの資料とは別に鍵のかかる場所に

保管した。本研究は一般財団法人日本ヘルスケア協

会倫理審査委員会の承認を得た。 

 

Ⅱ 結 果 

 

1.対象企業と対象者の概要 

対象とした企業は，愛知県・岐阜県の中小企業 5

社，16 事業所である。従業員数は，最大 70 人，最

小 20 人，合計 231 名。業種は商業・運送業・サービ

ス業・製造業・保育介護・飲食の 7 業種，健康経営

優良法人の申請を実施した企業は 3 社であった。2

社は,初年度は健康推進の基礎作りを行いたいとい

う経営者の判断のため申請を見送った。5 社とも，

基本支援をもとに各社の現状やニーズに合わせた本

研究内容の支援を実施したので分析対象とした。ベ

ースラインと1年後ともに回答をした125名（54.1％）

を分析対象とした。性別は，男性 90 名（72.0％），

女性 35 名（28.0％）であった。（表 1）年代は，20

代・30代は共に 20名（16.0％），40代 37名（29.6％），

50 代 31 名（24.8％），60 代 15 名（12.0％），70 代

（1.6％）であった。（表 2） 

2.対象企業にて実践された内容 

保健師の訪問は，1 社あたり平均 9.2 回/年，保健

指導は平均 6.2 回/年であった。実施内容は，事前に

計画をした，アセスメントの実施，健康診断結果の

把握，各社のニーズに合わせた年間計画の作成，実

施，評価・報告を行った。各社の実施内容は，表 3

で示した通りである。 

 

 

 

表1 対象企業と対象者数

実施月 回答数 回収率 実施月 回答数 回収率

1 商業 1 29 2021.11 26 89.7% 2022.11 19 65.5%

2 運送業 1 61 2022.1 55 90.2% 2022.12 47 77.0%

3 サービス（整体） 5 51 2021.12 38 74.5% 2023.1 20 39.2%

4 製造・介護・保育・飲食 7 70 2022.2 37 52.9% 2023.2 31 44.3%

5 製造 2 20 2022.2 10 50.0% 2023.1 8 40.0%

合計 16 231 166 71.9% 125 54.1%

ベースライン 1年後
事業所数 従業員数NO 業種

表2対象者の概要 （人・％）

対象数 125 100.0% 90 72.0% 35 28.0%

20歳代 20 16.0% 13 14.4% 7 20.0%

30歳代 20 16.0% 17 18.9% 3 8.6%

40歳代 37 29.6% 18 20.0% 19 54.3%

50歳代 31 24.8% 26 28.9% 5 14.3%

60歳代 15 12.0% 14 15.6% 1 2.9%

70歳代 2 1.6% 2 2.2% - -

常勤・フレックス 71 56.8% 52 57.8% 18 52.9%

二交代 1 0.8% - - 1 2.9%

その他 53 42.4% 38 42.2% 15 44.1%

座位が多い 55 44.0% 36 40.0% 19 54.3%

動いていることが多い 41 32.8% 33 36.7% 8 22.9%

半々ぐらい 27 21.6% 20 22.2% 7 20.0%

その他 2 1.6% 1 1.1% 1 2.9%

女性

仕事中の
活動

勤務形態

年代

全体 男性
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Ⅲ 研究結果 

 

1.ヘルスリテラシー 

ヘルスリテラシー全体では男性，年代では 30 代，

活動別では座位中心が有意に高くなっていた。活動

と性別では，男性の座位中心で有意差があった。女

性の活動中心が有意に低くなっていた。（表 4） 

 

2.健康診断関連項目・健康診断結果行動意識 

健康診断関連項目では，目標設定では 40 代で有

意差があった。（表 5） 

健康診断結果行動意識は，精密検査受診の 40 代

及び，40 代男性で有意に高くなっていた。結果相談

では 20 代が有意に低くなっていた。（表 6） 

 

 
 

NO 業種
訪問
回数

保健
指導

保健指導の
対象者

セミナーの回数
と内容

その他の実施内容

1 商業 8回 5回
健診事後
（要フォ
ロー者）

1回（栄養）

健康診断結果内容の確認
食品サンプルを利用した栄養指導（SATシステム）
経営層から、管理職の体制と育成について相談
担当者から従業員の対応の仕方相談（メール及び電話・面談）

2 運送業 9回 6回
健康診断事
後（全社
員）

1回（運動）

健康診断結果内容の確認・二次検査確認の徹底
健康経営優良法人申請
長時間労働者への対応規約作成
産業医の活用と就業判定の実施/ストレスチェック体制づくり
コロナ対策の支援/風疹抗体価検査勧奨
担当者から従業員の対応の仕方相談（メール及び電話）

3
サービス
業（整
体）

9回 6回
健診事後
（要フォ
ロー者）

2回（管理職向
け、　上司面談
の仕方・栄養）

健康診断結果内容の確認
健康保険組合へ健康宣言
健康経営優良法人申請

4
製造業・
介護・保
育・飲食

10回 8回
健康診断事
後（全社
員）

なし

健康診断結果内容の確認
健康保険組合へ健康宣言
健康経営優良法人申請
月1回の健康情報/スコアリングレポートの確認
就業判定実施
担当者から従業員の対応の仕方相談（メール及び電話）

5 製造業 10回 6回

健診事後
（全社
員）、メン
タル不調者

1回（健診結果と
栄養）

健康診断結果内容の確認
健康保険組合への健康宣言
保健だより発行
メンタル不調者の個人面談・復職支援
復職等メンタルヘルス体制づくり
担当者から従業員の対応の仕方相談（メール及び電話・面談）

表3実践された内容

表4 ヘルスリテラシーのベースライン（BL）と1年後の比較（性・年代・活動別）

BL 1年後 P値 BL 1年後 P値 BL 1年後 P値
全体 17.1 17.5 0.24 16.6 17.4 0.04 * 18.3 17.8 0.45

3.4 3.5 0.26 3.3 3.5 0.38 * 3.7 3.6 0.38
20 16.8 17.1 0.44 16.4 16.8 0.50 17.4 17.7 0.65
30 17.0 18.7 0.04 * 16.6 17.9 0.12 19.3 23.0 0.19
40 17.9 17.5 0.60 17.0 17.4 0.72 18.7 17.6 0.05
50 16.5 17.1 0.37 16.4 17.4 0.07 16.6 15.6 0.80
60 16.8 17.0 0.81 16.4 16.9 0.55 22.0 18.0 0.80
70 18.0 20.0 0.50 18.0 20.0 0.50 - - -

座位中心 16.0 17.5 0.01 * 15.3 17.1 0.02 * 17.2 18.3 0.08
活動中心 18.2 17.9 0.46 17.6 17.9 0.56 20.9 18.0 0.01 *
半々 17.3 16.7 0.47 17.1 17.0 0.94 18.0 16.0 0.42
その他 21.0 21.0 0.42 22.0 22.0 0.42 20.0 20.0 0.42

ヘ
ル
ス
リ
テ
ラ
シ
ー

全体 男 女

活動

年代

全体平均
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表5

BL 1年後 P値 BL 1年後 P値 BL 1年後 P値
全体 3.13 3.06 0.36 3.15 3.07 0.34 3.09 3.03 0.82

20 2.74 3.00 0.28 2.67 3.08 0.36 2.86 2.86 0.62
30 3.15 3.25 0.63 3.12 3.18 0.42 3.33 3.67 1.00
40 2.97 2.86 0.53 3.00 2.89 0.34 2.95 2.84 0.57
50 3.32 3.03 0.05 3.27 2.92 0.34 3.60 3.60 1.00
60 3.53 3.33 0.35 3.50 3.36 0.28 4.00 3.00 NaN
70 3.50 3.50 NaN 3.50 3.50 NaN - - -

座位中心 3.24 3.20 0.71 3.26 3.11 0.63 3.21 3.37 0.35
活動中心 2.95 2.71 0.11 2.94 2.79 0.16 3.00 2.38 0.38
半々 3.15 3.22 0.68 3.30 3.40 0.38 2.71 2.71 0.91
その他 3.50 4.00 NaN 3.00 4.00 NaN 4.00 4.00 NaN

全体 2.88 2.92 0.45 2.74 2.97 0.75 2.74 2.97 0.09
20 2.53 2.50 1.00 2.42 2.38 0.76 2.71 2.71 1.00
30 2.70 3.00 0.10 2.71 3.00 0.89 2.67 3.00 0.74
40 2.84 2.86 0.89 2.94 2.72 0.68 2.74 3.00 0.14
50 3.00 3.06 0.53 3.08 3.04 0.90 2.60 3.20 0.18
60 3.40 3.20 0.30 3.36 3.21 0.64 4.00 3.00 NaN
70 3.00 3.00 NaN 3.00 3.00 NaN - - -

座位中心 2.89 2.93 0.54 2.91 2.89 0.90 2.84 3.00 0.32
活動中心 2.85 2.83 0.84 2.85 2.85 0.66 2.88 2.75 0.18
半々 2.89 3.00 0.54 3.10 3.00 0.67 2.29 3.00 0.32
その他 3.00 3.50 NaN 3.00 3.00 NaN 3.00 4.00 NaN

全体 2.41 2.50 0.15 2.38 2.46 0.29 2.49 2.60 0.34
20 2.32 2.30 1.00 2.17 2.15 0.30 2.57 2.57 1.00
30 2.35 2.45 0.53 2.29 2.41 0.29 2.67 2.67 1.00
40 2.32 2.59 0.04 * 2.33 2.56 0.08 2.32 2.63 0.10
50 2.39 2.45 0.62 2.31 2.46 0.26 2.80 2.40 0.35
60 2.80 2.60 0.30 2.79 2.57 0.29 3.00 3.00 NaN
70 3.00 3.00 NaN 3.00 3.00 NaN - - -

座位中心 2.41 2.51 0.21 2.40 2.50 0.21 2.42 2.53 0.15
活動中心 2.29 2.46 0.13 2.30 2.39 0.11 2.25 2.75 0.227
半々 2.52 2.48 0.83 2.45 2.50 0.47 2.71 2.43 0.34
その他 3.50 3.00 NaN 3.00 2.00 NaN 4.00 4.00 NaN

BL 1年後 P値 BL 1年後 P値 BL 1年後 P値
全体 2.81 2.79 0.68 2.76 2.81 0.69 2.94 2.74 0.25

20 2.95 2.45 0.02 * 2.75 2.31 0.05 3.29 2.71 0.06
30 3.05 3.20 0.42 2.94 3.12 0.42 3.67 3.67 1.00
40 2.62 2.68 0.75 2.39 2.72 0.16 2.84 2.63 0.39
50 2.71 2.61 0.55 2.69 2.62 0.81 2.80 2.60 1.00
60 3.00 3.33 0.15 3.14 3.36 0.53 1.00 3.00 NaN
70 3.00 3.00 NaN 3.00 3.00 NaN - - -

座位中心 2.83 2.78 0.61 2.74 2.78 0.89 3.00 2.79 0.33
活動中心 2.68 2.68 1.00 2.76 2.73 0.63 2.38 2.50 0.85
半々 2.93 2.93 0.89 2.80 3.00 0.92 3.29 2.71 0.17
その他 3.50 3.50 NaN 3.00 3.00 NaN 4.00 4.00 NaN

全体 3.04 3.02 0.71 3.00 3.01 0.89 # 3.14 3.06 0.61
20 3.05 2.75 0.24 3.00 2.69 0.43 3.14 2.86 0.59
30 3.20 3.10 0.61 3.18 3.00 0.42 3.33 3.67 1.00
40 2.78 3.08 0.03 * 2.50 2.94 0.04 * 3.05 3.21 0.33
50 3.03 3.03 1.00 3.00 3.04 0.66 3.20 3.00 0.75
60 3.20 3.27 0.85 3.36 3.29 0.77 1.00 3.00 NaN
70 3.50 3.00 NaN 3.50 3.00 NaN - - -

座位中心 3.04 3.13 0.77 3.00 3.08 0.21 3.11 3.21 0.58
活動中心 2.85 2.90 0.36 2.88 2.82 0.67 2.75 3.25 0.27
半々 3.19 3.04 0.38 3.20 3.15 0.80 3.14 2.71 0.37
その他 3.50 3.50 NaN 3.00 3.00 NaN 4.00 4.00 NaN

全体 3.11 3.14 0.64 3.10 3.14 0.55 3.14 3.12 0.71
20 3.16 2.90 0.31 3.08 3.00 1.00 3.29 2.71 0.75
30 3.35 3.30 0.77 3.35 3.24 0.46 3.33 3.67 1.00
40 2.92 3.14 0.23 2.78 3.11 0.48 3.05 3.17 0.58
50 3.06 3.10 0.81 3.00 3.08 0.66 3.40 3.20 0.77
60 3.27 3.27 1.00 3.36 3.29 0.46 2.00 3.00 NaN
70 3.50 3.50 NaN 3.50 3.50 NaN - - -

座位中心 3.11 3.15 0.51 3.14 3.22 0.69 3.05 3.00 0.72
活動中心 3.05 3.02 0.79 3.03 2.94 0.48 3.13 3.38 0.47
半々 3.19 3.27 0.84 3.15 3.35 0.77 3.29 3.00 0.85
その他 3.50 3.50 NaN 3.00 3.00 NaN 4.00 4.00 NaN

健康診断関連項目のベースライン（BL）と1年後の比較（性・年代・活動別）

全体 男 女

全体 男 女

表6健康診断結果行動意識のベースライン（BL）と1年後の比較（性・年代・活動別）

結
果
利
用

年代

活動

結
果
理
解

年代

活動

活動

目
標
設
定

結
果
相
談

精
密
検
査
受
診

要
治
療
受
診

年代

活動

年代

活動

年代

年代

活動
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Ⅳ 考   察 

 

 本研究の研究参加者は，20 代から 70 代まで幅の

広い年齢層であり，生活習慣病を有する者が一定の

割合で存在しており2)，一般的な中小企業に勤務して

いる対象者の特徴を有していると仮定された。 

産業医が選任されていない中小企業において，開

業保健師よる健康経営・産業保健推進のため，外部

支援初年度の関わりは，30-40 代男性に対し，ヘル

スリテラシー，目標設定，精密検査受診に対し影響

があった。 

男性や 30 代では，日ごろ健康への関心が低い層

の人が，保健指導や健康教育等，社内の取り組みに

より健康情報に触れる機会が増加したことが要因で

はないかと推測された。また，座位中心の事務職，

仕事中の活動量が少ないホワイトカラーの 40 代男

性は，健診結果に異常値が多く出現する年代である
36)。健康診断結果の異常値により健康意識が芽生え

てくる時期に，保健師による具体的な指導が受けら

れたことによる変化ではないかと推測できた。また

健診結果に異常が少ない 20 代男性は，面談によっ

て異常がないことが確認され，健康相談の関心が低

くなったと推察された。 

本研究では，調査対象者全体で，ヘルスリテラシ

ー，従業員の健康診断関連項目，健康診断結果行動

意識項目について有意な差は認められなかった。中

小企業 1 年間の介入で，主観的健康観，生産性，K6 

仕事家庭満足等で有意差が出なかったと報告 37)が

あり，1 年間の介入ですべての従業員に，ポジティ

ブな結果をもたらすことが困難であると示唆された。

健康経営・産業保健の取り組みは，継続した関わり

により成果が積みあがると報告されており 28)初年度

の取り組みで，変化の表れやすい集団があるという

ことが示唆された。 

本研究におけるヘルスリテラシー（平均）は 3.43

±0.67 であった。先行研究では，日本人労働者のヘ

ルスリテラシーは平均 3.72±0.6833)，地域住民のヘ

ルスリテラシーは 3.58±0.6738)，3 年間連続で受診

勧奨対象者に選定された一般の日本人男性労働者は

3.51±0.8039)であった。本研究結果を，先行研究と

比較すると，ヘルスリテラシーは低くなっていた。

ヘルスリテラシーは，生活習慣や疾病の罹患と関係

することから，中小企業の健康問題が多いという従

来の結果と比較しても矛盾しない結果であった。 

産業保健分野では，産業医・保健師の事後指導は

労働安全衛生法第 66 条により努力義務となってい

る。しかし，事業所の規模・特徴や理解・産業医・

保健師の力量により,必ずしも十分といい難い 2),40)

といわれている。中小企業に対する産業保健の公的

な外部支援は，産業保健総合支援センターや地域産

業保健センターが担っているが，企業側の依頼によ

り実施され，予算等の制約もあり単発での支援にと

どまっている。また 50 人未満の事業所では，産業医

の設置義務はなく，企業独自で導入するにはコスト

面が課題になる。産業医より低コストで導入可能で

あり，継続支援が見込める開業保健師による外部支

援は，中小企業の健康支援に重要な役割を担うこと

が期待される。 

「健診結果に基づく医療機関受診につながる要因

は，健康上の相談をできる人がいること」41)と報告

もあり，産業保健スタッフのいない中小企業におい

て，開業している保健師の外部支援初年度の関わり

は，健康診断結果の異常値が出始める 30 代-40 代,

特に男性従業員のヘルスリテラシー，目標設定，精

密検査受診の向上に一定の効果が期待できると示唆

された。 

 

Ⅴ 結   論 

 

産業医がいない中小企業において，開業をしてい

る保健師による外部支援の関わりの初年度には，30

代-40 代への従業員，特に男性従業員のヘルスリテ

ラシー，目標設定，精密検査受診の向上等に一定の

効果が期待できると示唆された。 

 

Ⅵ 本研究の限界と課題 

 

本研究は，1年間と期間を区切った研究であり，継

続的支援をした場合の調査が必要である。また愛知

県・岐阜県の中小企業の結果であり，今後，他県で

同様の調査を実施し，開業保健師の外部支援による

健康経営・産業保健の効果の検討を重ねていく必要

がある。 
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デザインの力でクライアントの想いを形にする 

～保健師デザイナーの作品集～ 
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Key words ： デザイン，保健師デザイナー，ポートフォリオ 

 

 

Ⅰ はじめに 

 

我々は当初，NPO 法人三重ナースマネジメント協

会が主催しているオンラインコミュニティ「エンタ

メ保健学舎」1)に個人で参加してきた。研修会や交流

会を重ねるうちに，共通の課題意識が芽生え，その

解決方法のひとつの活動として，2022年9月に保健師

デザインチームを結成した。デザインチームでは，

デザインに興味を持つ保健師らが自主的にオンライ

ン上で集まり，制作活動に取り組んでいる。本稿は，

その具体的な内容について報告する。 

 

共通の課題意識からチーム結成 

オンラインコミュニティに参加する保健師らが

日々の活動を振り返る中で，「はたして私は，対象者

に自分ごととして考えてもらえるような募集チラシ

を作ることができただろうか？」や「自ら作ったリ

ーフレットや冊子などの制作物を通して，私たち保

健師の活動内容について，その魅力を余すところな

く必要な人に伝えることができただろうか？」とい

う事業評価時の反省の内容をたびたび耳にする機会

があった。また，「もし，そのチラシやリーフレット，

冊子などが対象者にとってより適切な字の大きさや

色づかいを用いて魅せることができていたら，もし

かしたら状況は変わったのではないか。」という意見

も認められ，「デザイン」の重要性について，課題意

識が共有されていた。 

このような現状を踏まえ，課題意識を解決する営

みの重要性を認識するメンバーが集まり，私たちは

デザインチームを発足させた。デザインチームのメ

ンバーは，自身の興味やその強みを生かせる方法を 

* NPO 法人三重ナースマネジメント協会  

 連絡先：〒512-0922 三重県四日市市曽井町1634 

 E-mail：igura.kazumasa@health-nurse.fun 

2* 三重大学医学部付属病院臨床研究開発センター 

 

 

模索し，それぞれの方法でデザインを学んでいった。

例えば，専門学校で WEB デザインを専攻することや

有料のオンラインデザイン講座を継続的に受講する，

副業サイトに登録し実践の中で能力を醸成するなど

である。その結果，デザインチームは少数精鋭なが

ら，WEB デザイン，ロゴデザイン，イラスト作成，動

画作成など，幅広いデザイン提案が叶うチームへと

変貌を遂げた。 

 

保健師デザイナーの強み 

デザイナーは，クライアントの想いに共感し，ニ

ーズを適切にくみ取り，デザイン制作に取り組むこ

とが求められると考えられる。しかし，保健医療福

祉分野においては，その専門用語の難しさや意味内

容からの具体的なイメージの想像のしづらさなどが

原因で，この分野に疎いデザイナーのデザインは，

クライアントの求めるデザインとは乖離してしまう

場合がある。このような事態を避けるためには，多

くの時間と労力を割いて，デザイナーに専門知識や

活動の背景などを説明しなくてはならない状況が発

生している。 

一方で，保健医療福祉分野に精通した保健師デザ

イナーであれば，専門知識や活動の背景については，

簡易的な説明であっても，その概略を理解できる可

能性が高い。クライアントの望むデザインの趣旨や

意図を汲み取る際は，保健師デザイナーがその知識

や具体的な経験を有しているため，スムーズに話が

伝わりやすい。さらに，保健師デザイナーは，クラ

イアントの想いにこれまでの自身の経験を重ねて，

より質の高いデザインを複数種類提案することもで

きる利点がある。 
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Ⅱ 活動報告 

 

2023年中に依頼を受け作成したデザインの一部を

紹介する（図1～6）。 

 

Ⅲ 考察 

 

実際にデザイン制作を行う際には，クライアント

から十分な聞き取りを実施している。デザイン制作

の流れや成果物に盛り込む必要がある具体的な内容，

納期などの要件定義を重要視している点もデザイン

チームの特徴である。これらの丁寧な関わりによっ

て，発注から納品の一連の中で，保健師がその専門

性を発揮し，クライアントとの共通理解を得ながら

デザイン制作を進めることができたと考えている。

クライアントからは，「思っていることが伝わりやす

い」「デザインの説明が分かりやすい」という肯定的

な意見が得られ，満足感を得ている様子が見受けら

れた。クライアントのリピート率も高く，追加で別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デザインの制作発注を得ることも増えてきた。 

今後，開業保健師の分野でもさまざまな特技を持

った保健師が新しい事業を生み出していくことが予

想される2)が，そのひとつの例として，保健師デザイ

ナーの活動が，今後の新しい保健活動の参考になれ

ば幸いである。 

報告すべき COI はありません。 
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図 1 学会の専門家認証制度のバッジの制作 
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図 2 広報チラシ制作 
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図 3 ポンチ図制作 → 動画制作 
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図 4 大学院学生募集ポスター制作 
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図 5 ロゴデザイン制作 
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図 6 WEB サイト制作 
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＜要 旨＞   

日本開業保健師協会（以下，「本協会」という）は，2013年に開業保健師の学習と親睦を目的に

設立し，今年で10年の節目を迎えた。そこで今回，開業保健師がどのような分野で開業し，活動し

ているのか実態を把握する目的で，アンケート調査を実施した。本調査結果より，求められてい

る支援を明らかにし，本協会にできうる支援について提言する。 

なお，調査の結果から，以下の3点が明らかになった。 

① 開業保健師が開業している分野は，産業保健分野が最も多く，保健師を必要とする企業と直接

契約をして，専門的なサービスを提供している。 

② 地域保健分野で開業している者は，地域の既存施設では提供することが難しかったサービスを

作り出し，提供している。 

③ 開業理由で多かったものは，自分自身がミッションだと感じる社会的課題の解決であり，自由

度の高い働き方で自分の知識とスキルを活かしたいという結果であった。 

 

 

 

Ⅰ 緒   言 

 

保健師は，公衆衛生の担い手として，約70％が保

健所や保健センターなどの公的機関で働いている。 

しかし，近年，独立・開業する開業保健師が現れ，

自身が課題であると感じる分野で，今まで手が行き

渡らなかったところに専門的なサービスを提供し，

既存の枠にとらわれないサービスを作り出している。 

 また，開業保健師の自由度が高い働き方は，子育

てや介護といった家庭内での役割と両立させながら，

やりたい仕事をするという保健師の新しい働き方も 

 

 

*  合同会社チームヒューマン  

日本開業保健師協会会長 
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6* 健康企業推進サポート シャイニングライフ 

日本開業保健師協会理事 

 

 

 

作ってきた。 

 本協会は，2013年に一般社団法人としてスタート

し，独立・開業したい保健師に，情報提供と，学習・ 

交流の場を提供してきた。 

本協会設立10年の節目に，アンケートを実施した。

開業保健師がどのような分野で開業し，どのような

事業を展開しているのかを把握することを目的とし

て，その結果から，本協会が果たす役割について考

察する。 

 

 

7* ナーシングクリエイト株式会社 

  日本開業保健師協会理事 

8* 株式会社 Dream Seed 日本開業保健師協会監事 

9* 株式会社トキエノ 日本開業保健師協会理事 

10*保健師オフィス yocahi  

日本開業保健師協会理事 

 

連絡先：〒554-0011  

大阪府大阪市此花区朝日2-18-8 3F-607  

合同会社チームヒューマン 徳永京子 

E-mail: info@odoruhokenshi.net 
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Ⅱ 研究方法 

 

対象は，本協会の会員233人である。方法は，自記

式 WEB フォーム（Google form）を用いて調査を実施

し，調査内容は，(1)開業ステージ，(2)年齢構成，

(3)開業している地域，(4)開業分野と仕事の内容，

(5)開業歴，(6)収入，(7)起業するために準備したこ

と，(8)開業をしている理由，(9)開業保健師協会に

希望する支援・情報で構成した。実施期間は2023年

10月1日～12月31日である。 

得られた量的データは単純集計し，スピアマンの

相関係数を算出した。統計解析には SPSS を用い，す

べての検定において，p 値＜0.05を統計学的に有意

差ありとした。 

倫理的配慮として，すべての調査協力は，回答者

の自由意思であることを明示し，回答しない場合で

も不利益が無いことを担保した。無記名自記式 WEB

調査法を用い，回答者を特定し得る個人情報は収集

していない。なお，調査の実施は，本協会の理事会

の承認を得て実施した。 

 

Ⅲ 結   果 

 

 アンケート回答者は87人であった。 

 

(1)開業ステージ（図1） 

 法人で起業している者18％，個人事業主42％合わ

せて60％であった。１年以内に起業予定12％，起業

に興味がある者28％であった。 

 

 

 

(2)年齢構成（図2） 

年齢構成は，十分な経験を積んだ40～50歳代が多

い結果であった。 

(3)開業している地域（図3） 

開業している地域は，北海道から沖縄まで25都道

府県であった。東京都が一番人数が多く10人，次い

で大阪府5人，兵庫県4人の結果だった。 

(4)-①開業分野（図4） 

開業している分野では，産業保健が最も多く，次

いで地域保健であった。 

1分野ではなく，産業保健と一部地域保健など，複

数の分野にわたって開業している者もいた。 

(4)-②仕事の内容（表1） 

仕事内容は，産業保健分野で企業と直接契約をし

て，産業保健サービスを提供している者が最も多い

結果であった。 

地域保健分野では，地域で健康相談を実施してい

る例が多かった。 

仕事の内容も単独ではなく，産業保健サービスと 
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セミナー講師，地域での健康相談と行政からの委 

託事業など，複数の事業を実施している。 

(5)開業歴（図5） 

開業歴1年未満は個人事業主が多く，開業歴が長く

なるほど法人化にしている傾向が認められた。 

(6)収入（図6） 

1000万円未満は個人事業主の割合が多いが，1000

万円を超えると，法人が100％である。 

現行の税制では，収入が1000万円を超えると消費

税を支払う義務が生じること，所得税額が大きくな

る等の理由ですべて法人であるという結果であった。 

(7)起業するために準備したこと（図7） 

起業するために準備したことは，起業に関する 

情報収集や勉強などであった。その内容を見ると，

自治体で開催されている起業塾への参加や，すでに

開業している保健師に話を聞くなどであった。 

人脈づくりで異業種交流会に参加することや，コ

ーチング，カウンセリングを学び，新たなスキルと

資格を取得する者もいる結果であった。 

(8)開業している理由（図8） 

開業している理由では，自由度が高い働き方やラ

イフスタイルに合った働き方を求めたというものが

最も多い結果であった。子育てや介護など家庭の状

況と両立するために開業をする，家族との時間を大

切にするために開業するといった理由が認められた。 

 次に，明確なやりたいことがあって開業するとい

う理由が続いた。その内容は，産業保健分野では，

「中小企業の健康支援がしたい」「メンタルヘルス

対策を強化したい」などの産業保健分野で大きな課

題を解決しようとする例が見られ，地域保健分野で

は，「行政にはできない小回りが利くサービスを作

りたい」「従来の制度やサービスにないもので地域

に貢献したい」という課題意識の高さが明らかにな

った。 
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(9)開業保健師協会に希望する支援，情報（図 9） 

開業保健師協会に希望する支援，情報では，ネッ

トワークづくり・情報交換が最も多い結果であっ

た。 

組織の中では，上司や部下，先輩や後輩，他職種

など，色々な立場の人と働くが，開業当初はひとり

起業がほとんどである。また，開業保健師の人数は

少数であるため，先進的な取り組みを学びたい，ち

ょっと困った時に気軽に相談できる場が欲しいとい

う希望が多い結果であった。 

(10)起業ステージ，年代，年収，起業歴の相関（表

2） 

起業ステージと年代，年収，起業歴で有意な正の

相関が認められた。また，年代と起業歴，年収と起

業歴でも有意な正の相関が認められた。一方で，年

代と年収は，有意な相関は認められなかった。 

 

Ⅳ 考   察 

 

今回の調査結果から，保健師が開業しようと思う

理由を見ると，自身が「何とかしたい！」と思う社

会的課題の解決を望む気持ちが原動力になっている

ことが伺える。保健所や保健センター，企業といっ

た組織の中で担ってきた業務の中から，自分自身が

課題だと感じることを解決するために起業をする例

が見られた。自身のメンタル不調や子どもの障が

い，家族の健康問題などに直面し，「こんなサービ

スがあればいい！」という当事者意識から，その課

題解決のために起業する例も見られた。いずれにし

ても，地域の中で今ある制度やサービスでは解決で

きないことに課題意識を持ち，社会課題を解決する

ために新たなサービスを作り出し起業するというソ

ーシャルビジネス的な視点を持ち合わせていると考

えられる。 

特に，産業保健分野で起業する人数が多く，これ

から起業しようとしている保健師も産業保健分野を

希望する者が多いということから，中小企業・小規

模事業所が多い日本の産業に小さな変化が起きてい

くことが予測される。 

今回の調査結果から，起業歴が長い開業保健師の

方が起業ステージや年代，年収も高いことが明らか

になった。したがって，開業保健師として長期に活 

 

 

 

 

 

 

動することは，起業のステージアップや年収増加に

関連していると考えられ，当協会も開業保健師がつ

ぶれないための支援や，廃業しないための支援は重

要である可能性が考えられた。また，年代と年収に

有意な相関が認められなかったことは，これから起

業を目指す若い保健師に夢を与えることができる調

査結果であると考えられる。年代に関係なく，自身

の頑張りで年収増が叶う，いわゆる実力社会である

ことが示されていると言えよう。 

 これまでを振り返ってみると，2013年に，私たち

は，全国各地で孤軍奮闘していた開業保健師を集

め，本協会を設立した。 

この約10年の間に，協会では，「開業保健師のつ

どい」や「テーマ研修」「起業をめざす交流会」「起

業なんでも相談」など，保健師が起業することに関

する学習と交流の場を提供してきた。（表3） 

開業保健師は，既存の制度やサービスの隙間を埋

めるだけではなく，創造性を発揮し，新たなしくみ

やサービスを作り出すことも可能である。したがっ

て，保健師の活動の幅を広げ，可能性をさらに広げ

るものであると考えられる。専門職である保健師が

行うソーシャルビジネスが社会に根付き，より住み

やすい地域，働きやすい職場，学びやすい学校な

ど，ウェルビーイングの推進を担っていくことが重

要であると考えている。 

本アンケート結果をもとに，開業保健師がより活

躍できるための支援として，本協会では，以下の3

点に特に注力していきたい。 

（1）地域，企業等で先進的な活動をしている開業

保健師の紹介 

（2）気軽に相談でき，必要に応じてつながれるネ

ットワークの構築 

（3）ソーシャルビジネスを軌道に乗せるための情

報発信，学習の機会の提供 
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表2　起業ステージ、年代、年収、起業歴の相関

起業ステージ 年代 年収 起業歴

起業ステージ 相関係数 1 0.239* 0.381** 0.443***

有意確率 ー 0.026 0.006 <0.001

年代 相関係数 1 0.191 0.588***

有意確率 ー 0.183 <0.001

年収 相関係数 1 0.546***

有意確率 ー <0.001

起業歴 相関係数 1

有意確率 ー

Spearmanの相関分析  *：ｐ＜0.05　**：ｐ＜0.01　***：ｐ＜0.001
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開業保健師研究投稿規程 

 

1. 開業保健師研究は日本開業保健師協会の機関誌として，開業保健師活動とそれに関連する

領域の実践と研究に寄与することを目的とし，論文（原著，資料，活動報告，総説，短報

など），記事（事業所紹介，書評など）の査読を行ったうえで有料にて，掲載します。 

2. 論文や記事の分量は，その内容に関わらず，刷り上がりの状態で原則として 2 ページ以

上 10 ページ以内とします。1 ページは概ね 2,000 文字弱に相当します。特に開業保健

師活動の実践的な報告を歓迎します。 

3. 投稿する言語は，原則日本語とします。また日本語の要旨に加えて，英語の Abstract の

掲載も可能です。ただし，英語の Abstract の掲載を希望する方は，投稿前にネイティブ

チェックを受けて，それを証明する書類を投稿時に提出してください。 

4. 著者は共著者を含めてすべて，日本開業保健師協会の会員，研究会員，協力会員とします。

また，別に連絡責任著者がいる場合には，そちらも日本開業保健師協会の会員，研究会員，

協力会員のいずれかとします。 

5. 他誌に発表された原稿（印刷中，投稿中も含む）の投稿は認めません。学会発表との重複

は差し支え有りません。 

6. 投稿は，原稿を編集委員会にメールで送付して下さい。休日を除いて 7 日以内に原稿受領

の返事が無い場合には編集委員会にお問い合わせ下さい。なお，一度投稿された原稿の差

し替えには応じません。 

7. 投稿論文は要旨，序論，対象および方法，結果，考察，文献を含み，本文・写真・図・表

は下記の要領で記載してください。 

(ア) 表紙：表題，著者全員の氏名，所属およびその所在地，筆頭著者もしくは連絡責任著

者の連絡先（所属施設の住所，電話番号および著者の電子メールアドレス），論文の

キーワード 5 つ以内を日本語で記載してください。 

(イ) 要旨：すべての論文の要旨は 400 字以内としてください。 

(ウ) 本文：数字は算用数字を用い，単位は km， m， mm，μm， ml，μ1， kg， 

g， mg， mEq／1 などの CGS 単位を用いてください。学術用語は各学会で定め

た用語を用いてください。 

8. 論文執筆にあたっては，症例の匿名性，情報の管理，倫理的側面に十分に配慮してくださ

い。研究実施機関の倫理委員会の承認を得ている研究については，その旨を本文中に明記

する必要があります。倫理委員会が設置されていない施設からの投稿では，（1）投稿時の

カバーレターにその旨を記載し，（2）本文中にどのような倫理的配慮をしているかを明記

する必要があります。 

9. 文献の記載様式は下記の例を参考にしてください。 

①雑誌の場合：Kazumasa I, Tsutako M. Study on quality of life (QOL) in junior high 

school students in provincial urban areas of Japan. : Japanese Society of Health 

Science for Children 2018; 4(1): 86-93. 
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押栗泰代,河田志帆,金城八津子ら.先駆的な保健師活動を考える:開業保健師の起業動機・

起業準備・現在の活動  日本地域看護学会誌 2012; 15(1): 16-24. 

②単行本の場合：井倉一政. 第Ⅱ章-４ 地域包括ケアと社会資源. 1.宮﨑徳子監. 地域包括

ケアシステムのすすめ, 東京：ミネルバ書房,2016; 40-44. 

③インターネットのサイトの場合：開業保健師協会とは. 2018. https://jhna.jimdo.com/ 

(2019 年 11 月 17 日アクセス可能) 

10. 投稿にあたってすべての著者は投稿時に，「開業保健師研究 投稿時 COI 自己申告書」を

提出し，申告書の内容を謝辞等に記載してください。COI 状態がない場合も，謝辞等に

「開示すべき COI 状態はない。」などの文言を記載し，自己申告書を提出してください。 

11. 投稿された原稿は，査読者および編集委員会による査読を行います。査読者の決定は最終

的には編集委員会において行います。 

12. 編集委員会は投稿原稿について修正を求めることがあります。修正を求められた原稿は指

定された期限までに再投稿して下さい。その際には，指摘された事項に対応する回答を別

に付記して下さい。 

13. 投稿料は 5000 円です。投稿と同時に振込みをしてください。また，掲載料は刷り上がり

1 ページ当たり 1 万円とします。採択通知の後，指定された期限までに払い込みをして

下さい。編集委員会からの依頼論文は，投稿料と掲載料は無料です。 

14. 掲載用にレイアウトした原稿を，採択通知の後，指定された期限までに編集委員会に送付

して下さい。なお，最終原稿は Microsoft Word ファイル，PDF ファイルの両方をお送

りください。編集委員会ではページ番号を修正した上で，原則としてそのままの状態で印

刷します。採択後の内容修正は認めません。なお，冊子は白黒印刷のみとし，カラー印刷

はできません。 

15. 受理された論文は日本開業保健師協会のホームページ等で公開されます。 

16. 論文の別刷りは編集委員会では作成しません。必要な場合は，ホームページ掲載の PDF 

ファイルから著者が自身で作成して下さい。 

17. 掲載論文の著作権は日本開業保健師協会に帰属します。著作権委譲承諾書を提出していた

だきます。 

 

＜日本開業保健師学会誌編集委員会＞ 

2023 年度発行担当 

編集委員長：三重大学医学部附属病院 井倉一政 

編集委員 ：ナーシングクリエイト株式会社 押栗泰代 

編集委員 ：ケアプロ株式会社 川添高志 

投稿先・問合せ先：開業保健師研究編集委員会事務局 

〒514-8507 三重県津市江戸橋 2-174  

三重大学医学部附属病院 臨床研究開発センター 井倉研究室内 

E-mail：igura-k@med.mie-u.ac.jp  Tel: 059-231-5278 
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＜投稿料・掲載料の振込先＞ 

ゆうちょ銀行  支店 018  普通 5195774 

口座名義  一般社団法人日本開業保健師協会 

（2023年 9月 23日版） 
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編 集 後 記 

 

このたび、無事に第 5巻を刊行することができました。最近ではこの「開業保健師研究」を

楽しみにお待ちいただく方も増えているようです。発行にあたり、ご協力いただいている関係

者の皆様にこの場をお借りして厚く御礼申し上げます。誠にありがとうございました。 

第 5 巻では、原著論文の 2 本を含め、計 4 本の論文を寄稿いただきました。原著論文では

開業する看護職のコンピテンシーについて、産業保健からは中小企業への開業保健師による外

部支援の取り組みをご報告いただきました。編集委員会の依頼論文では、保健師にデザイナー

というスキルで想いを形にした作品集がお目見えしたことは刺激的なことでした。そして今年

は開業保健師協会が創設 10 年を迎えました。これを記念してこの 10 年の歩みを掲載させて

いただいております。 

「開業保健師」の働き方も変化を遂げています。個人事業主・法人経営・NPO 法人・一般

社団法人など、形態もさまざまです。それぞれの保健師が自信をもって地域や産業やそれぞれ

の場で大切な人たちへ支援を提供でき、そしてもっと多くの方が開業に興味をもっていただく

ことができるように、この雑誌がお役に立てましたら幸いです。近い将来、開業保健師が社会

を変革させていく起爆剤になるのを楽しみにしています。 

今後、保健師の開業をどのように支えていくことができるのか新たな課題も含め次の 10年

を目指し、皆様とともに歩んでいけることを願っております。 

本刊もぜひ多くの読者の皆様にご覧いただき、日々の活動のお役に立つことができたら幸い

です。 

 

2024年 3月 

 

日本開業保健師協会 開業保健師研究編集委員会 

押栗 泰代 

 

                                      

開業保健師研究 第 5巻 第 1号 

発行日  2024年 3月 

発行所  日本開業保健師協会 

          〒106-0032 

東京都港区六本木 7-8-5-506 

編 集  開業保健師研究編集委員会事務局 

〒514-8507 三重県津市江戸橋 2丁目 174 

三重大学医学部 臨床研究開発センター内 井倉研究室 

                                      



 

開業保健師研究 

 

Vol.5No1 (2024) 

 


